
③ 女川町は、本件支店に近い津波避難場所として、堀切山

地内の神社等を指定するとともに、本件支店と海からの

距離も高さもほとんど同じ女川消防署を津波指定避難場

所としていた。

④ Yは、平成13年４月から災害対応プランを策定しており、

同21年10月には「宮城県地震被害想定調査に関する報

告書」（以下「本件報告書」という）等を参考に、従来か

らの「指定避難場所」に加えて迅速に避難できる場所と

して「屋上等の安全な場所」も追加する改正をした。その

際、Yは宮城県危機対策課に照会し、津波避難ビルとし

ては高さが重要であるとの助言を得て、本件建物は津波

避難ビルとして十分な高さを有すると確認したこと、上記

報告書では、予想される津波の最大高さが5.3m~5.9mで

あったこと等から、本件支店が津波避難ビルとして適格

性を有すると判断していた。

⑤ 本件地震を受けて、気象庁は、午後２時49分、宮城県等

に３m程度以上の津波が予想されるとの大津波警報を発

表した。その後、午後３時14分には、宮城県に津波到達

が確認され、予想される高さを10m以上とする大津波情

報を発表した。 

⑥ 本件地震発生当時、D支店長は取引先訪問中であったが、

大津波警報発表を知り、午後２時55分頃本件支店に戻り、

行員らに片付けは最小限にして避難するよう指示した。

⑦ 午後３時５分頃、行員ら13名が本件屋上に避難した。その

後、まもなく本件屋上まで水嵩が達し、全員が海抜20m

１）当事者

（１）訴えた側（Xら：１審原告ら、２審控訴人ら、上告審上

告人ら）

　訴えたのは、本件支店勤務中に津波により死亡した行員

Aの遺族（A １、A ２）、行員Bの遺族（B１）及び派遣社員C

の遺族（C１ないしC ３）である。

（２）訴えられた側（Y：１審被告、２審被控訴人、上告審被

上告人）

　訴えられたのは、仙台市に本店を置く地方銀行である。

２） Xらの請求の根拠

　Xらは、YがAないしCとの関係で安全配慮義務を負うことを

前提に、①Yが改正した災害対応プランに避難場所として不適

切な支店屋上（以下「本件屋上」という）を追加したこと（論点

１）、②女川支店長が女川町の指定避難場所である堀切山へ

の避難を指示しなかったこと（論点２）等１）が安全配慮義務

違反に該当するとして損害賠償を請求した。

３） 事実関係の概要（本判決が認定した事実関係）

① 本件支店は、海岸から約100mの距離にあり、その建物

（以下「本件建物」という）は、鉄筋コンクリート造陸屋

根３階建、屋上までの高さは13.35mであった。

② 本件地震発生当時、本件支店には、行員であるA、B及び

派遣社員であるCのほか、D支店長以下11名(総勢14名)

が勤務していた。
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である。本判決は、本件支店の屋上を超える高さの津波襲来の予見可能性を否定するなどしてXらの請求を棄却し
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津波による行員らの死亡につき銀行の安全配慮義務違反が否定された事案
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程度の大津波に流され、AないしCを含む12名が死亡又

は行方不明となった。

　１審は、本件屋上を超える高さの津波が押し寄せてくるこ

とを予見することは困難であったなどとして、Y社の安全配

慮義務違反を否定し、Xらの請求を棄却した。

　本判決も、概要、以下のように述べてXらの請求を棄却した。

（１）Yの安全配慮義務について

　Yは、A及びBに対しては労働契約にともない安全配慮義

務を負い、派遣の関係にあったCとは特別の社会的接触の

関係にあり安全配慮義務を負っていた。したがって、Yは、

AないしCが、「使用者又は上司の指示に従って遂行する業

務を管理するに当たって、その生命及び健康等が地震や津

波などの自然災害の危険から保護されるよう配慮すべき義

務を負っていたというべきである❶。」

（２）論点１について

　津波に対する防災対策を講じるについては、想定を行う

時点における科学的知見等を用いた相当性のある方法によっ

て想定を行うほかないから、このようにして得られた知見を

１）Xらは、他に①立地の特殊性に合わせた店舗を設計すべき義務、②安全教育を施した者を管理責任者として配置すべき義務、③避難訓練等を実施すべき
義務をそれぞれ怠ったこと、④女川支店長において本件地震発生後に津波等に関する情報を収集する義務を怠ったことなども安全配慮義務違反に該当す
ると主張していたが、いずれも義務違反は否定されている。

2. １審判決の要旨

ワンポイント解説

　使用者は、労働契約にともなって安全配慮義務を負

うところ（労働契約法５条）、不可抗力により発生する

自然災害についても使用者は安全配慮義務を負うこと

を指摘している点（上記下線❶）に本判決の特徴があ

る。また、本判決は、具体的に講じる防災対策について

は、想定する時点における科学的知見等を前提にする

ことは不合理ではないとし（上記下線❷）、避難指示

等をする際の回避すべき危険は、具体的に予見できる

範囲のものと指摘するが（上記下線❸及び❹）、これら

の指摘は、裏を返せば、その時々の科学的知見等を踏

まえた防災対策の検討を怠ったり、具体的に予見できる

危険に対して、それを回避する避難指示等をせず、その

結果、労働者等が被災した場合には、使用者の安全配

慮義務違反が認められる可能性があることを示唆する

ものであり、実務上参考になろう。

　労働者派遣においては、派遣労働者は、派遣元事

業主との間に雇用関係があるものの、派遣先の指揮

命令を受けて派遣先に対して労務の提供をする関係

にある。そのため、派 遣先と派 遣労働者は特別な社

会的接触の関係にあり、派遣先は、派遣労働者に対

して自己の雇用する労働者と同様の安全配慮義務を

負う。本判決は、自然災害との関係においても、この

理が変わらないことを指摘しており、この点も参考に

なろう。

3. 本判決の要旨

１．自然災害と企業の安全配慮義務

２．派遣社員に対する安全配慮義務

前提に防災対策を講じることは不合理ではないというべき

である❷。想定された津波の高さ、本件建物の構造及び避難

場所追加の趣旨等に照らし、Y社が本件屋上を津波からの

避難場所として追加したことは不合理ではなく、安全配慮義

務に違反するものではない。

（３）論点２について

　Yにおいて本件地震発生前後に収集可能であった情報に

よっては、本件屋上を越える高さの津波襲来の危険性を具

体的に予見することが可能であったとは認められないから、

D支店長が災害対策プラン上避難場所とされていた本件屋上

への避難を指示したことについて安全配慮義務違反があっ

たと認めることはできない❸。

　堀切山へ避難を指示していれば、行員らの命が救われて

いた可能性は大きかったから、避難場所として本件屋上が

指示され、行員らが被災する結果に至ったことは極めて残

念な結果である。しかし、法的義務を課する観点からは、

安全配慮義務の対象となる回避すべき危険は、具体的に予

見できる範囲のものとするのが相当であり❹、…Yにおいて、

本件支店の屋上を越える高さの津波が襲来する危険性を具

体的に予見することができたと認められないから、…Ｙに安

全配慮義務違反の法的義務を問うことはできない。
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